
G7水準のエネルギー政策と日本

公益財団法人 自然エネルギー財団
常務理事 大野輝之

2023年2月10日
JCIウエビナー



2

G7共通目標：2035年までの電力部門脱炭素化

2022年６月のG7サミットでは、
「2035年までに電力部門の全て、または大部分を脱炭素化すること」

が各国共通の目標として合意された。

出典： “G7 Climate, Energy and Environment Ministers’ Communiqué”（Berlin, 27 May 2022）
“G7 Leaders’ Communiqué”(Elmau, 28 June 2022)

we commit to achieving a fully or 
predominantly decarbonised power sector 
by 2035. 

we further commit to a goal of achieving 
predominantly decarbonised electricity 
sectors by 2035, 

６月 ５月

６月の首脳コミュニケでは、５月の環境・エネルギー大臣会合コミュニケに”fully”が
追加され、より強化されている。

■日本政府の解釈
「何割がプリドミナントリーかというのは、必ずしも決まった定義はないのでしょうが、
少なくとも半分以上というところでもって、よしと。」（2022年５月31日山口環境大臣記者会見）
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G7：各国状況

出典：自然エネルギー財団「「エネルギー安全保障の現実 自然エネルギーが危機を克服する」（2022年7月5日）
ならびにEMBER “EU Power Sector 2030 Target Tracker”（2022年10月最終更新・2023年2月2日アクセス ）ほか各種資料を基に作成

G7の中では、カナダ、ドイツ、英国、米国が2035年時点での電力部門脱炭素化を目標に。
イタリアは2030年に自然エネルギー70％を目標とし、フランスは原発を含め既に9割を脱炭素化。
→ 2035年脱炭素化を国内で目標としない、又は、めどが立っていないのは日本のみ

国名

脱炭素電源の発電量シェア 電力部門の目標

2021年（％） 2030年の
REシェア目標

（％）
2035年

RE 原子力 合計

カナダ 68 14 82 － 脱炭素化

フランス 24 67 91 38 －

ドイツ 42 12 54 80 100%RE

英国 42 14 56 － 脱炭素化

米国 21 19 40 － 脱炭素化

イタリア 42 0 42 70 －

日本 22 6 28 36-38 －

G7各国の電力部門脱炭素化目標と2021年実績
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ドイツは2030年に自然エネルギー80％、2035年に100％へ

・昨年発足した連立政権は、2030年自然エネ電力目標を65％→80％に引き上げ
・ウクライナ侵略を受け、

3月4日、「再生可能エネルギー法」の改正案を公開し、
2035年にはドイツ国内の電力をほぼ完全に再生可能エネルギーで供給する方針を示した。

「欧州レベルでエネルギー転換を推進する必要があり、
再生可能エネルギーの拡大は、国内とヨーロッパの安全保障の問題である」

(ハーベック独連邦経済・気候変動大臣）

出典：一柳 絵美 自然エネルギー財団コラム「ドイツは2035年以降自然エネルギーほぼ100%実現へ」（2022年3月）、
「ドイツ 自然エネルギー拡大加速に向け法律一式を採決」（2022年8月）

・7月7,8日、連邦議会は自然エネルギー導入拡大へ7つの法案を採択。
2021年から2030年へ
・自然エネルギー電力 42％→80％（240TWh→600TWh）
・太陽光 59GW→215GW（従来の５倍の導入速度が必要）
・陸上風力 56GW→115GW
・洋上風力 ８GW→ 30GW

直近の対応としては、原発廃止の一時的な延長、石炭火力の再稼働などの動きがあるが、
2030年へ自然エネルギー拡大を大幅に加速する方針は不変。
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「私たちは、汚れたガスや上昇し続ける気候変動の原因となる二酸化炭素で街や大気を
窒息させていた時代に逆戻りさせようとはしていない。
その代わりに、英国の無尽蔵の風力資源と、そう、太陽光を利用するのである。」

英国・フランスも自然エネルギー開発を加速

2022年4月策定のエネルギー安全保障戦略で、
「圧倒的に太陽光と風力で供給する低価格のネットゼロ電力システム」の実現を目標

洋上風力発電：現在10GW →2030年までに50GWへ（浮体式５GWを含む）
－英国は「風力発電のサウジアラビアになる」
－現在は13年の開発期間を半減するために様々な改革を行う

太陽光発電 ：現在14GW→2035年までに70GWへ５倍化出典：英国政府 “British Energy 
Security Strategy” 2022年4月

マクロン大統領が公表したエネルギー政策の方針（2022年2月10日）
・既存の原子炉の50年以上の運転をめざす
・6基の新設をめざし、更に8基の新設を検討する。 ・SMRの導入を進める

＋
・2030年までに自然エネルギー発電量を倍増する。
・2050年までに太陽光発電を100GW以上、洋上風力発電を40GW以上に

出典：France24 ”Announcing new reactors, Macron bets on nuclear power in carbon-neutral push” 等



2021年実績 従来の2030年目標（＊） 最新の2030年目標（＊）
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（参考）欧州各国は2030年自然エネルギー電力目標を引き上げ

日本:36-38%

ドイツ

スペイン

オランダ

デンマーク

オーストリア

ポルトガル

イタリア

スウェーデン

注）●従来の目標：各国が2019年以降EUに提出した「国家エネルギー気候計画（NECP）」に記載の目標値、●最新の目標：公表済みの政策に基づく目標値
出典：EMBER “EU Power Sector 2030 Target Tracker”（2022年10月最終更新・2023年2月2日アクセス ）に加筆

フランス
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REPowerEUPlan:2030年自然エネルギー、省エネ目標引上げ（5月18日)

■欧州のエネルギーシステムを変える二つの緊急性
・ロシアの化石燃料への依存を終了させる
・気候危機に挑む（tackling the climate crisis）

■自然エネルギーの導入加速
－2030年目標を40％から45％へ引き上げ

（電力では69％へ）
－2030年までに太陽光発電を４倍に（600GWへ）
ー住宅含め、新築建築物に太陽光発電を義務化
（2030年までに導入総量の半分以上がルーフトップに）
ー開発許可プロセスの簡素化・短縮化

■省エネルギー
－現在のエネルギー危機を解決する最も早く、最も安い対策
－エネルギー効率化目標を９％から13％に強化(2020比）

出典：”REPowerEU: A plan to rapidly reduce dependence on Russian fossil fuels and fast forward the green transition*



RE合計

81.1%

84.2%
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G7：米国

2035年までに電力の脱炭素化を目標とする米国では、2021年9月にエネルギー省（DOE）
が「Solar Futures Study」を公表。2種類の脱炭素シナリオでは、自然エネルギー電力のシェ
アが2035年には81～84%に達するとの結果が出ている。

出典：米国エネルギー省（DOE）”Solar Futures Study” (2021年9月)を基に作成

発電技術／シナリオ 脱炭素
（Decarb）

脱炭素＋電化
（Decarb+E）

水力 5.9 5

バイオエネルギー 0.3 0.3

地熱 0.6 0.6

陸上風力 35.3 34.4

洋上風力 2 1.6

太陽光 36.9 42.2

CSP
（集光型太陽熱）

0.1 0.1

自然エネルギー合計
（％）

81.1 84.2

主要シナリオにおける発電技術別の発電量（2020/2035/2050年）
脱炭素シナリオにおける

発電技術別の年間発電量シェア（2035年）
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米国：インフレ抑制法（IRA）が自然エネルギー開発を加速

• 2022年8月、「インフレ抑制法」（IRA）が成立。エネルギー安全保障と気候変動対策への投資、法
人税増税、医療費削減等により財政赤字を3,000億ドル以上圧縮。インフレに対抗すると共に2030
年までに2005年比で約40%のGHG排出削減を目指す。

• 投資総額4,330億ドルのうち3,690億ドルがエネルギーコスト低減、クリーンエネルギーの国内生産拡大、
GHG排出削減に拠出される。

出典：米国議会上院民主党（Senate Democrats） “Schumer Statement On Agreement With 
Senator Manchin To Add Climate Provisions To The FY2022 Budget Reconciliation Legislation 
And Vote In Senate Next Week”（2022年7月27日）ならびに “Inflation Reduction Act - One Page 
Summary” DOE ”DOE Projects Monumental Emissions Reduction From Inflation Reduction 
Act”（2022年8月18日）ならびに “Inflation Reduction Act of 2022”（2023年2月3日アクセス）

IRAによる歳入額・投資額

エネルギー安全保障・
気候変動への投資
3,690億ドル

（この分野への政府投資額として
は過去最大規模）

2023年の新規
電源の54％は
太陽光発電に。
29GWが導入
される。

エネルギー情報局（EIA)の予測

出典：EIA
“More than half of 
new U.S. electric-
generating capacity 
in 2023 will be 
solar” 2023.2.6
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IEA:エネルギー危機を受けて、世界の自然エネルギー開発は加速

・IEAは、2022年12月に公表した最新の予測で、今後5年間の自然エネルギー導入量
予測を大幅に上方修正
・中国、欧州、米国がエネルギー危機を受けて、自国の資源である自然エネルギー開発を
加速したため。

・中国：第14次再エネ5か年計画
・欧州：REpowerEUプラン
・米国：インフレ抑制法

・日本の予測は下方修正

出典：CarbonBrief “Analysis: IEA’s renewables forecast grows 
76% in two years after ‘largest ever’ revision”（2022年12月）出典：IEA “Renewables 2022”（2022年12月）
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日本：二つの危機への対応に共通の弱点－自然エネルギー電源開発の遅れ

過去20年間（2000～2020年）で自然エネルギー電源割合は、
・日本は10ポイントの増加 ( 10.3% →  20.2%)
・英国は40ポイントの増加 (   3.4% →  43.7％)
・ドイツは38ポイントの増加(   6.9% →  44.5%)

エネルギー自給率の推移（抜粋）

英国の自給率は、
北海油田の生産
量減少で低下し
ていたが、洋上
風力の増加で拡
大に転じている。

（％）

日本・英国・ドイツにおける自然エネルギー電力のシェア
（2000～2020年）

出典：Enerdata ”World Energy & Climate Statistics – Yearbook 2021“より自然エネルギー財団作成 出典：基本政策分科会第38回会合資料

英国
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今後、必要な取組み①：洋上風力発電開発の加速

洋上風力の累積導入量は2021年末に55.7GWに達し、10年間で10倍以上増加した。従来
開発をけん引してきた欧州に加え、近年では中国での伸びが著しい。2030年に向けては欧米を
中心に意欲的な目標が掲げられており、英国では「浮体式」の導入目標を5GWとしている。

出典：自然エネルギー財団「インフォパック 洋上風力発電の動向（第3版）」（2022年8月5日）
（原典：IRENA “Renewable Energy Capacity Statistics 2022”（2022年）

洋上風力発電の世界の累積導入量及び地域別の内訳の推移

出典：GWEC “GLOBAL OFFSHORE WIND REPORT 2022”（2022年）を基に作成

洋上風力発電の2030年導入目標

（GW）

うち5GWは浮体式



13

今後、必要な取組み②：太陽光設置の設置義務化など屋上ソーラーの加速

出典：東京都「太陽光
発電設置 解体新書 ～
太陽光発電の“クエスチョ
ン”をひも解く～」（2023
年1月11日最終更新）
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フランスと英国の原子力発電が直面する問題

出典：エネ庁「エネルギー・原子力に関
する国内外の動向」2022年8月9日

１ 老朽化による稼働率の低下。廃炉が迫る。
●フランス
ー56基のうち49基が31年以上稼働
ーマクロン大統領は既存原発の50年以上の運転をめざすが
ー現在、既存原子炉の半分は運転できない事態に。

・原子炉12基に応力腐食による配管の亀裂が見つかり、運転を停止。
・気温・水温上昇で原子炉の冷却が困難に

■英国
ー１１基の原子炉が稼働中だが、10基は2028年までに廃止予定。

２ 建設中の新規原発は工事の遅れと建設コストの上昇に直面
●フランスは2050年までに、6基の新設をめざし、更に8基の新設を検討。
■英国は2050年に原発で25%供給をめざす（現在の3倍以上の24GWが必要）

●フランスで、唯一建設中のフラマンヴィル3号機は、
ー2007年着工し2012年稼働予定が、10年遅れ未だに稼働せず。
ー建設費は、40億ユーロの予定が150億ユーロ（約2兆円）へ３倍以上に

■英国で、唯一建設中のヒンクリーポイントCの2基は
2018年建設開始、2025年稼働予定だった1号機は既に2027年まで延期。
総コストも220億ポンド→280～290億ポンド(4.6～4.7兆円）へ
増加の見込み。

→英仏とも原発1基2兆円の建設コスト

フランスの原発の半分
以上が稼働停止

出典：自然エネルギー財団「エネルギー安全保障の現実」
2022年7月
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原子力発電とゼロエミ火力への依存は、高い電力コストをもたらす

国の試算は、建設費として、
4800億円（120万kW)を前提

英仏なみの建設費を想定
すると、4倍になり、発電
コストは20円超に。

フランスの建設費上昇の
一因は、フラマンヴィル
原発が国内で15年ぶりの
新設であり、経験不足等
によるもの。

日本でも、最後の原発建
設は2009年稼働の泊原発
3号機。既に13年が経過。

出典：発電コスト検証ワーキンググループ「基本政策分科会に対する発電コスト検証に関する報告」（2021 年9 月）
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日本以外では、太陽光と風力が最も安価な電源

出典：自然エネルギー財団「エネルギー安全保障の現実」2022年7月
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まとめ

１ 昨年のG7サミットでは、2035年までに電源の「完全な、または大部分の
脱炭素化」で合意。

２ 実際に、日本以外の６か国は2035年電源脱炭素の目標を決めるか、
実現の道筋をたてている。

３ またEU、米国は昨年政策を強化し、足元での自然エネ開発が加速中。

４ 日本では、特に洋上風力、屋上太陽光発電の加速が必要

５ 自然エネ開発を加速しないと、日本では高いエネルギーコスト、電気料金
に直面し続けることになる。
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